
特別会計予算

　それぞれの目的のために一般会計から切り離して
経理する会計。国民健康保険特別会計が前年度から
約 8.9％（1 億 9,968 万円）増加するなど、４つす
べての特別会計が増加しています。

国民健康保険特別会計 24 億 4,660 万円

後期高齢者医療特別会計 2億 7,758 万円

住宅新築資金等貸付特別会計 140 万円

広川防災ダム管理特別会計 2,117 万円

6月補正後予算 27 億 4,675 万円
前年度から約 8.8％

（2億 2,327 万円）増

公営企業会計予算

　民間企業と同じように、収益をあげて独立採算性
をとる会計。今年度から下水道事業会計が地方公営
企業法適用となり、公営企業会計へ移行することに
なりました。
　下水道管の整備や上水道施設の維持管理、安全で
良質な水の給水サービスを行います。

水道事業会計 4億 3,721 万円

下水道事業会計 7億 1,246 万円

6月補正後予算 11 億 4,967 万円

　

今
年
度
の
当
初
予
算
は
町
長
選
挙

を
考
慮
し
、
経
常
的
な
経
費
を
中
心

と
し
た
「
骨
格
予
算
」
と
し
て
い
ま

し
た
。
6
月
定
例
会
で
、
新
規
事
業

や
政
策
的
経
費
を
追
加
し
た
「
実
質

的
な
本
予
算
」
と
な
っ
た
た
め
、
そ

の
概
要
を
紹
介
し
ま
す
。

　

子
ど
も
の
遊
び
場
整
備
工
事
費
、

保
健
・
福
祉
セ
ン
タ
ー
工
事
費
、
子

ど
も
医
療
助
成
拡
大
に
伴
う
経
費
な

ど
を
盛
り
込
ん
で
い
ま
す
。
主
な
事

業
予
算
は
次
の
通
り
で
す
。

庁
舎
建
設
事
業
費　
6
3
6
9
万
円

　

熊
本
地
震
や
九
州
北
部
豪
雨
な
ど

の
大
規
模
災
害
に
お
い
て
、
庁
舎
が

も
つ
役
割
は
非
常
に
重
要
で
す
。
老

朽
化
し
た
庁
舎
の
建
て
替
え
に
向
け
、

今
年
度
は
基
本
設
計
・
実
施
設
計
を

行
い
ま
す
。

広
川
チ
ル
ド
レ
ン
ズ
パ
ー
ク
事
業

8
0
8
4
万
円

　

身
近
な
公
園
で
子
ど
も
た
ち
を
安

心
し
て
遊
ば
せ
ら
れ
る
よ
う
に
す
る

た
め
、
今
年
度
は
子
ど
も
の
遊
び
場

整
備
工
事
を
行
い
ま
す
。

保
健
･
福
祉
セ
ン
タ
ー
管
理
運
営
事
業

9
3
9
1
万
円

　

保
健
・
福
祉
サ
ー
ビ
ス
体
制
を
確

立
し
て
在
宅
ケ
ア
を
充
実
さ
せ
、
町

民
の
皆
さ
ま
が
必
要
と
す
る
サ
ー
ビ

ス
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
拠
点
施
設

と
し
て
保
健
･
福
祉
セ
ン
タ
ー
の
管

理
運
営
を
行
い
ま
す
。

　

今
年
度
は
築
20
年
に
な
る
施
設
の

各
種
設
備
工
事
（
屋
根
や
外
壁
の
改

修
・
塗
り
替
え
工
事
、
1
階
浴
室
温

水
器
取
り
替
え
工
事
、
1
階
空
調
用

冷
却
ポ
ン
プ
取
り
替
え
工
事
、
3
階

冷
暖
房
用
冷
却
温
水
器
取
り
替
え
工

事
）
を
行
い
ま
す
。

消
費
税
増
税
緩
和
対
策

プ
レ
ミ
ア
ム
商
品
券
事
業

2
8
1
1
万
円

　

消
費
税
増
税
に
よ
る
低
所
得
者
、

子
育
て
世
帯
の
負
担
や
、
消
費
に
与

え
る
影
響
を
緩
和
さ
せ
、
地
域
の
消

費
を
喚
起
す
る
た
め
、
プ
レ
ミ
ア
ム

付
商
品
券
事
業
を
行
い
ま
す
（
詳
細

は
31
ペ
ー
ジ
）。

健
康
づ
く
り
推
進
事
業2

2
1
8
万
円

　

町
民
の
健
康
寿
命
を
の
ば
す
た
め
、

健
康
ポ
イ
ン
ト
事
業
（
詳
細
は
13

ペ
ー
ジ
）
や
運
動
事
業
、
健
診
の
受

診
年
齢
拡
大
を
目
指
し
た
若
い
人
へ

の
受
診
促
進
を
行
い
ま
す
。

問総務課財政係
☎ 0943-32-1255

令和元年度

予算概要
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一般会計予算

　税金や保育料、地方交付税、国や県からの補助金、
地方債（町の借金）などを財源として、行政サービス
（福祉や教育など）や道路整備などを行う会計。

【6月補正後予算】�77 億 7,600 万円 
前年度から約 2.8％（2億 1,370 万円）増

町税
・23 億 5,275 万円（30.3％）
・前年度とほぼ同額

人件費
・11 億 7,397 万円（15.1％）
・�退職手当組合負担金減などによ
り、前年度から 1,848 万円減

物件費
・9億 6,299 万円（12.4％）
・�学童保育所指定管理委託料な
ど委託料増により、前年度か
ら 1億 2,676 万円増

維持補修費
・5,626 万円（0.7％）

扶助費
・16 億 7,400 万円（21.5％）
・�私立保育所委託費、児童手当
費、自立支援給付費など

・�子どものための教育・保育給
付費増などにより、前年度か
ら約 4,000 万円増

地方財政の自主性と安
定性を確保できるかど
うかの尺度

国・県が交付したり割
り当てたりする収入

歳入（収入）
総額 77 億 7,600 万円

歳出（支出）
総額 77 億 7,600 万円

自主財源
・�35 億 314 万円 
（45.1％）

消費的経費
・�49 億 369 万円 
（63.0％）

依存財源
・�42 億 7,286 万円 
（54.9％）

投資的経費
・�9 億 6,908 万円 
（12.5％）

その他の経費
・�19 億 323 万円 
（24.5％）

繰入金
・6億 919 万円（7.8％）

諸収入など
・5億 4,120 万円（7.0％）

国・県支出金
・18 億 3,413 万円（23.6％）
・�子どものための教育・保育給
付、児童手当などのソフト事
業、道路整備、農業施設整備
などのハード事業の財源とする

補助費など
・10 億 3,647 万円（13.3％）

地方交付税
・13 億 8,000 万円（17.7％）
・前年度から 5,000 万円増

普通建設事業費・
災害復旧事業費

・9億 6,908 万円（12.5％）
・�下広川小学校屋内運動場改築事
業の減などにより、前年度から
7,731 万円減

町債（町の借金）
・5億 5,260 万円（7.1％）
・建設事業などの財源とする

公債費
・6億 9,802 万円（9.0％）
・前年度から微減
・�今年度末現在高（借入残高）
は 72億 6,297 万円の見込み

繰出金
・8億 8,254 万円（11.4％）
・�国民健康保険特別会計や後期高齢者医療特
別会計などに対し、一般会計が負担するもの

・前年度から 979 万円増

地方譲与税・交付金など
・5億 613 万円（6.5％）

積立金など
・3億 2,267 万円（4.1％）
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人権問題を考える

こ
の
子
が
大
き
く
な
っ
た
と
き
、

差
別
や
偏
見
の
な
い

世
の
中
で
あ
り
ま
す
よ
う
に

広報ひろかわ 2019 年 7月号︱ 10



入場無料 / 申込不要　場所：町民交流センター「いこっと」2 階大研修室

人権問題を考える

同和問題の解消に向け
一人ひとりが主体的に行動を
問教育委員会事務局人権・同和教育係　☎ 0943-32-0093

　

日
本
国
憲
法
第
14
条
で
は
、「
人

種
、
信
条
、
性
別
、
社
会
的
身
分

又
は
門
地
に
よ
り
、
政
治
的
、
経

済
的
又
は
社
会
的
関
係
に
お
い
て
、

差
別
さ
れ
な
い
」
と
規
定
さ
れ
て

い
ま
す
。

　

し
か
し
こ
の
憲
法
の
施
行
か
ら

70
年
以
上
た
っ
た
現
在
も
、
多
く

の
差
別
は
解
消
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。

日
本
の
歴
史
的
発
展
の
中
で
生
ま

れ
た
「
同
和
問
題
」
も
、
い
ま
だ

に
解
消
さ
れ
て
い
な
い
差
別
の
一

つ
で
す
。

同
和
問
題
・
人
権
問
題
の
今

　
「
同
和
問
題
」
は
「
部
落
問
題
」

「
部
落
差
別
問
題
」
と
も
い
わ
れ
、

日
本
固
有
の
人
権
問
題
で
す
。
一

部
の
人
が
経
済
的
、
社
会
的
、
文

化
的
に
低
い
状
態
を
強
い
ら
れ
て

き
ま
し
た
。

　

同
和
問
題
は
今
な
お
現
代
に

残
っ
て
お
り
、
結
婚
を
妨
げ
ら
れ

た
り
、
就
職
で
不
公
平
な
扱
い
を

受
け
た
り
と
、
日
常
生
活
で
差
別

を
受
け
て
い
る
人
が
多
く
い
ま
す
。

　

各
自
治
体
で
は
同
和
問
題
な
ど

あ
ら
ゆ
る
差
別
を
な
く
す
た
め
、

一
人
ひ
と
り
が
人
権
問
題
を
正
し

く
理
解
・
認
識
し
、
主
体
的
に
行

動
で
き
る
よ
う
啓
発
に
取
り
組
ん

で
い
ま
す
。
し
か
し
依
然
と
し
て

差
別
事
象
は
発
生
し
て
お
り
、
人

権
尊
重
の
理
念
が
十
分
浸
透
し
て

い
な
い
の
が
現
状
で
す
。

7
月
は

同
和
問
題
啓
発
強
調
月
間
で
す

　

福
岡
県
で
は
昭
和
56
年
度
か
ら
、

毎
年
7
月
を
「
同
和
問
題
啓
発
強

調
月
間
」
と
定
め
、
同
和
問
題
に

つ
い
て
啓
発
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

期
間
中
は
県
内
各
地
で
、
さ
ま

ざ
ま
な
啓
発
行
事
が
行
わ
れ
た
り
、

ラ
ジ
オ
や
テ
レ
ビ
で
関
連
番
組
が

配
信
さ
れ
た
り
し
ま
す
。
積
極
的

に
情
報
を
集
め
、
人
権
意
識
の
高

揚
に
努
め
ま
し
ょ
う
。
あ
ら
ゆ
る

差
別
を
解
消
す
る
た
め
、
ご
協
力

を
お
願
い
し
ま
す
。

【
参
考
】
全
国
人
権
擁
護
委
員
連

合
会
「
同
和
問
題
の
手
引
き
」

第 1回

同和問題の解消に向けて

7 月 3日水 19:00 ～ 20:30
講師 : 藤原�英記さん

（南筑後教育事務所人権・同和教育室社会教育主事）

第 2回

豊かな社会を子どもたちに
渡していくために

私たちの学び・正しく知ること

7 月 11 日木 19:00 ～ 20:30
講師 : 江田�昭彦さん

（久留米市教育委員会人権・同和教育課課長）

第 3回

部落差別解消推進法と
人権のまちづくり

「広川町人権問題に関する住民意識調査」
から考える

7 月 19 日金 19:00 ～ 20:30
講師 : 加藤�陽一さん
（福岡県講師団講師）

同和問題啓発強調月間・社会を明るくする運動

街頭啓発活動
日時：7月 1日月 16:00 ～ 17:00
場所：�A コープ広川店前 

マミーズ広川店前 
アスタラビスタ広川店前

問協働推進課人権・同和対策係
☎ 0943-32-1196

 なるほど人権セミナー
広川町啓発行事
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